

[bookmark: _GoBack]別紙様式第１―２号（経営継続資金・経営維持資金の場合）
· 借受希望者の経営形態により作成するが、次の内容に準じていること。

畜　産　経　営　維　持　計　画
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　御中
（金融機関名）　　　　　　　　　　
　

１　借入希望者の概要
	
住　所

	〒

	電話番号
	（　　　）　　　－　　　　　－

	
氏　名

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注：法人の場合は法人名及び代表者氏名）

	生年月日
年齢
	明・大・昭・平　　　　年　　月　　日　　　　年齢　　　　歳
（注：法人の場合は設立年月日）

	営農累型
	１　肉用牛・肥育　　　　　２　肉用牛・繁殖
３　肉用牛・一貫　　　　　４　酪農
５　養豚　　　　　　　　　６　養鶏・採卵鶏
７　養鶏・ブロイラー　　　８　繁殖用めん羊
９　繁殖用山羊　　　　　１０　その他（　　　　　　）
（注）該当する営農類型に○（複合経営の場合は、全ての部門に○）をす
ること。



	畜種等
	飼養実績①
（頭、羽）
	飼養計画
（頭、羽）
	１頭又は１００羽当たり限度額②
（万円）
	借入可能限度額
①×②
（万円）

	乳用牛
	　
	　
	１３
	　

	肥育用牛
	　
	　
	１３
	　

	繁殖用雌牛
	　
	　
	６．５
	　

	肥育豚
	　
	　
	１．３
	　

	繁殖豚
	　
	　
	２．６
	　

	家きん
	　
	　
	５．２
	　

	繁殖用めん羊
	
	
	１．３
	

	繁殖用山羊
	
	
	１．３
	

	その他（　　　）
	　
	　
	　
	　

	計
	　
	　
	　
	　


（注）飼養実績は計画作成時点の頭数又は羽数を記入すること。
【飼養衛生管理基準の遵守についての確認】
	□
	　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第12条の３に規定する飼養衛生管理基準を遵守します。


 （注）　豚、いのしし、鶏、あひる、うずら、きじ、だちょう、ほろほろ鳥又は七面鳥を飼養する者が借入を希望する場合には、上記内容を確認し、チェック欄に☑を記入すること。
２　資金借入内容
	借入希望資金
	経営継続資金・経営維持資金

	借入計画額
	千円
	借入希望日
	年　　月　　日

	借入希望期間
	

	融資機関名
	

	償還方法
	元金均等償還
	元金の返済開始日
	年　　月　　日



３　借入資金の使途（経営収支計画のうち、必要額を記入）　　　　　（単位：千円）
	経　　　　　費
	金額
	算出根拠

	
ア　飼肥料費
イ　家畜の購入費
ウ　畜産経営に要する器具及び消耗品等購入費
エ　雇用労働費
オ　その他畜産経営の継続又は維持に必要な経費
（　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　）
	　
	　

	計
	　
	　



４　経営収支計画
　　別紙１のとおり

５　借入金の状況及び償還計画
　　別紙２のとおり

（経営継続資金第３の２の（１）のアの（ア）のb又はcの要件に適合する場合）
６　総販売額の減少等要件への適合状況
	対象家畜伝染病発生月
	　　　　　　　　　年　　　　月

	総販売額が前年同月を下回った月
	　　　　　　　　　年　　　　月

	本疾病発生に伴う総販売額の減少等要件への適合状況について具体的に記入



（経営維持資金の場合）
７　販売実績
（別表２の要件により次の（１）又は（２）いずれかを記載し、その内容を証する書類を添付すること。）
（１）　別表２の１（直近１か月と過去５年間同月の比較）の場合
ア　直近１か月
	直近１か月に該当する月
	乳量（ｋｇ）・
販売量（ｋｇ）
・頭数（頭）
（Ａ）
	販売額
（Ｂ）
	１ｋｇ当たり平均販売単価又は
１頭当たり平均販売単価
（Ｃ＝Ｂ／Ａ）

	　　　年　　　月
	（※）
	千円
	円①


（注）１　※には、乳量、販売量、頭数のいずれかに応じた単位を記入する。
２　酪農経営の場合は、乳量・販売量・頭数の欄には出荷乳量及び経産牛飼養頭数
を、販売額の欄には生乳出荷額を記載する。また、１ｋｇ当たり平均販売単価又は１頭当たり平均販売単価の欄には、生乳出荷額を経産牛飼養頭数で除して算出した単価を記載する。（イ、（２）のア及びイも同様とする。）

イ　過去５年間同月の平均
	該　当　月
	乳量（ｋｇ）・
販売量（ｋｇ）
・頭数（頭）
（Ｄ）
	販売額
（Ｅ）
	１ｋｇ当たり平均販売単価又は
１頭当たり平均販売単価
（Ｆ＝Ｅ／Ｄ）

	１年前
	　　年　　月
	（※）
	千円
	円

	２年前
	　　年　　月
	（※）
	千円
	円

	３年前
	　　年　　月
	（※）
	千円
	円

	４年前
	　　年　　月
	（※）
	千円
	円

	５年前
	　　年　　月
	（※）
	千円
	円

	平　均
	―
	―
	円②


（注）※には、乳量、販売量、頭数のいずれかに応じた単位を記入する。

ウ　１ｋｇ当たり平均販売単価又は１頭当たり平均販売単価の比較
	直近１か月間と過去５年間同月の平均（又は直近と過去５年間同時期の平均）との比較（①／②）
	％





（２）　別表２の２（本疾病の発生月から直近１か月と過去５年間同期の比較）の場合
ア　本疾病の発生月から直近１か月
	本疾病の発生月から直近１か月に該当する月
	乳量（ｋｇ）・
販売量（ｋｇ）
・頭数（頭）
（Ａ）
	販売額
（Ｂ）
	１ｋｇ当たり平均販売単価又は
１頭当たり平均販売単価
　（Ｃ＝Ｂ／Ａ）

	　　年　　月～　　月
	（※）
	千円
	円①


　（注）※には、乳量、販売量、頭数のいずれかに応じた単位を記入する。

イ　過去５年間同期の平均
	該当同期
	乳量（ｋｇ）・
販売量（ｋｇ）・
頭数（頭）
（Ｄ）
	販売額（Ｅ）
	１ｋｇ当たり平均販売単価又は
１頭当たり平均販売単価
　（Ｆ＝Ｅ／Ｄ）

	１年前
	　　年　　月～　　月
	（※）
	千円
	円

	２年前
	　　年　　月～　　月
	（※）
	千円
	円

	３年前
	　　年　　月～　　月
	（※）
	千円
	円

	４年前
	　　年　　月～　　月
	（※）
	千円
	円

	５年前
	　　年　　月～　　月
	（※）
	千円
	円

	平　均
	―
	―
	円②


（注）※には、乳量、販売量、頭数のいずれかに応じた単位を記入する。

ウ　１ｋｇ当たり平均販売単価又は１頭当たり平均販売単価の比較
	本疾病の発生月から直近１か月までと過去５年間同期の平均との比較（①／②）
	％



	疾病発生に伴う風評等による影響について具体的に記入
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別紙１－３　　経営収支計画（経営継続資金及び経営維持資金・個人）

１　法定伝染病の発生等により影響を受けることが見込まれる期間
　　年　　月　～　　　年　　月
（注）「影響を受けることが見込まれる期間」とは、経営継続資金にあっては移動制限等により、また、経営維持資金にあっては、風評被害等による取引停止、取引数量減、取引価格低下等により、それぞれ通常の収入を得ることが困難な期間をいう。

２　資金所要額等計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	項目
	前年実績
（　年）
	本年計画
	次年度以降計画
	備考
（算出根拠）

	
	
	当初
	変更後
	年
	年
	年
	

	飼養規模（頭、羽）
	　
	　　
	　
	　
	　
	　
	　

	農業収入
	畜産部門
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他部門
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計(1)
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	農　業　支　出
	畜産部門
	家畜購入費
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	飼肥料購入費
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	器具､消耗品費
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	雇用労働費
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他支出
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	小計
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他部門の支出
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計(2)
	　
	　　
	　
	　
	　
	　
	　

	農業収支(3)=(1)-(2)
	　
	　　
	　
	　
	　
	　
	　

	農外収入(4)
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	農外支出(5)
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	農家所得(6)=(3)+(4)-(5)
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	租税公課諸負担(7)
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	出稼ぎ､被贈､年金等の所得(8)
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	うち国の奨励金
	　
	　　
	　
	　
	　
	　
	　

	可処分所得(9)=(6)-(7)+(8)
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	家計費(10)
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	資産処分･預貯金引出額(11)
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	償還財源(12)=(9)-(10)+(11)
	　
	　
	
	
	
	　
	　


（注）１　現金収支に係る金額のみを次により記入すること。「農業収支」のうち、
①「家畜購入費」、「飼肥料購入費」は、当該年における現金支出額とすること。
②「その他支出」は、減価償却費、家族労働費を除くこと。
２　前年実績は確定申告書の写しを添付することで省略できる。
３　次年度以降計画については３年度分記載する。ただし、３年度までに償還財源の確保が困難
な場合は、償還財源が確保できる年度まで記載すること。
別紙１―４

経営収支計画（経営継続資金及び経営維持資金・法人）

１　法定伝染病の発生等により影響を受けることが見込まれる期間
　　年　　月　～　　　年　　月
（注）「影響を受けることが見込まれる期間」とは、経営継続資金にあっては移動制限等により、また、経営維持資金にあっては、風評被害等による取引停止、取引数量減、取引価格低下等により、それぞれ通常の収入を得ることが困難な期間をいう。

２　資金所要額等計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	項　　　　　　目
	前年度実績
（年月期）
	本年度計画
	次年度以降計画
	備　　考
（算出根拠）

	
	
	当初
	変更後
	年
	　年
	年
	

	飼養規模（頭、羽）
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	　売　　上　　高
	畜産部門
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他部門
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計         (1)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	売　　　上　　　原　　　価
	期首棚卸高     (2)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	当期製造原価    (3)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	 
	うち家畜購入費
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	 
	うち飼肥料購入費
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	うち器具､消耗品費
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	うち雇用労働費
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	 
	うち減価償却費  (4)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	期中成畜振替額   (5)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	期末棚卸高     (6)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計(7)=(2)+(3)-(5)-(6)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	売上利益(8)=(1)-(7)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	販売費及び一般管理費 (9)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	うち役員報酬
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	事業利益  (10)=(8)-(9)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	事業外収入        (11)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	 
	うち国の奨励金
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	事業外費用        (12)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	経常利益 (13)=(10)+(11)-(12)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	資産処分･預貯金充当   (14)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	償還財源   (15)=(13)+(14)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　

	修正償還財源       (16)
	 
	　
　
	　
	　
	　
	　
	　


（注）１　法人決算書の損益計算書より転記すること。（ただし、農業以外の部門がある場合は、農業部門と農業以外の部門を区分して、記入すること。）
２　修正償還財源は､(1)-(3)+(4)-(9)+(11)-(12)+(14)で算出した額を記入すること。
３　前年度実績の内容を証する書類等を添付すること。
４　次年度以降計画については３年度分記載する。ただし、３年度までに償還財源の確保が困難な場合は、償還財源が確保できる年度まで記載すること。



別紙２―２
借入金の状況及び償還計画（経営継続資金・経営維持資金）

（単位：千円）
	借入金の種類
（金融機関）
	年　月末
残高
	利率
（％）
	当年度の
償還元金
	次年度以降
償還計画

	
	
	
	
	うち影響を受けた期間の償還分
	年
	年
	年

	長期
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	短期
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	

	計①
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	償還財源②
	　
	　
	　
	　
	　

	償還財源と償還元金との差額②－①
	　
	　
	　
	　
	　


（注）１　償還財源欄は、２の経営収支計画のうち、個人の場合は（１２）、法人の場合は（１６）の額を記入すること。
２　借入金の種類を証する資料等を添付すること。
３　借入者の有する負債を漏れなく記載すること。
４　次年度以降償還計画については３年目まで記載する。ただし、
３年目までに償還財源の確保が困難な場合は、償還財源が確保
できる年まで記載すること。
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